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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第100期
第３四半期
連結累計期間

第101期
第３四半期
連結累計期間

第100期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (百万円) 82,894 90,122 114,317

経常利益 (百万円) 7,288 6,569 8,957

四半期(当期)純利益 (百万円) 3,328 3,745 3,903

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 10,053 5,448 9,009

純資産額 (百万円) 86,537 88,651 84,755

総資産額 (百万円) 165,609 169,148 161,325

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 39.98 45.00 46.89

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 50.7 50.8 50.6
 

 

回次
第100期
第３四半期
連結会計期間

第101期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 3.18 21.87
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、政府による経済政策や日銀による金融緩和策の継続を背景

として、公共投資や民間設備投資が堅調に推移しましたものの、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動によ

る影響などもあり、景気は本格的な回復には至りませんでした。

 このような経済情勢のもと、当社グループにおきましては、鉱石部門の主力生産品である石灰石等の増販や金属

部門の増収により、売上高は901億２千２百万円（前年同四半期比8.7％増）と前年同四半期を上まわりました。

 損益につきましては、生産コストの増加等により、経常利益は65億６千９百万円（前年同四半期比9.9％減）と前

年同四半期を下まわりましたものの、特別損失が減少しましたことから、四半期純利益は37億４千５百万円（前年

同四半期比12.5％増）と前年同四半期を上まわりました。

　

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

[資源事業]

（鉱石部門）

鉱石部門につきましては、主力生産品である石灰石及び砕石の販売数量が増加するとともに、一昨年10月に住

金鉱業㈱（現・八戸鉱山㈱）を連結子会社としましたことから、売上高は423億５千５百万円と前年同四半期に比

べ19億９千６百万円（4.9％）増加しましたものの、生産コストの増加により、営業利益は50億２千５百万円と前

年同四半期に比べ４億３百万円（7.4％）減少いたしました。

　

（金属部門）

金属部門につきましては、電気銅の国内販売価格の上昇や銅精鉱の販売数量の増加により、売上高は376億７千

６百万円と前年同四半期に比べ49億３千８百万円（15.1％）増加し、営業利益は買鉱条件の改善等により、25億

５千３百万円と前年同四半期に比べ９億１百万円（54.6%）増加いたしました。

　

[機械・環境事業]

機械・環境事業につきましては、環境部門の主力商品である水処理剤及び一部機械関連子会社における販売が

堅調でありましたことから、売上高は67億５千１百万円と前年同四半期に比べ３千２百万円（0.5％）増加しまし

たものの、機械部門における製造コストの増加などにより、営業利益は４億６百万円と前年同四半期に比べ２億

１千３百万円（34.4％）減少いたしました。

　

[不動産事業]

不動産事業につきましては、売上高は19億８千７百万円と前年同四半期に比べ９百万円（0.5％）減少しました

ものの、修繕費等が減少しました結果、営業利益は10億２千５百万円と前年同四半期に比べ４千３百万円

（4.4％）増加いたしました。

　

　[再生可能エネルギー事業]

再生可能エネルギー事業につきましては、地熱事業が堅調に推移しましたことに加え、新たに太陽光発電所が

稼働しましたことから、売上高は13億５千２百万円と前年同四半期に比べ２億７千１百万円（25.1%）増加し、地

熱事業における減価償却費の減少により、営業利益は３億６千５百万円と前年同四半期に比べ１億２千万円

（48.9％）増加しました。
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(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第３四半期連結会計期間末における資産の部の合計は、前連結会計年度末に比べ78億２千２百万円（4.8％）増

加し、1,691億４千８百万円となりました。

　流動資産につきましては、現金及び預金の増加等により、前連結会計年度末に比べ30億６千２百万円（4.5％）増

加し、711億２千９百万円となりました。

　固定資産につきましては、保有株式の時価上昇に伴う投資有価証券の増加等により、前連結会計年度末に比べ47

億６千万円（5.1％）増加し、980億１千８百万円となりました。

 

②　負債の部

当第３四半期連結会計期間末における負債の部の合計は、前連結会計年度末に比べ39億２千６百万円（5.1％）増

加し、804億９千６百万円となりました。

　流動負債につきましては、仕入債務の増加等により、前連結会計年度末に比べ29億４千１百万円（8.7％）増加

し、367億５千１百万円となりました。

　固定負債につきましては、資産除去債務の増加等により、前連結会計年度末に比べ９億８千５百万円（2.3％）増

加し、437億４千４百万円となりました。

 

③　純資産の部

当第３四半期連結会計期間末における純資産の部の合計は、利益剰余金及びその他有価証券評価差額金の増加等

により、前連結会計年度末に比べ38億９千６百万円（4.6％）増加し、886億５千１百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は４億２千５百万円であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,000,000

計 200,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 83,523,195 83,523,195
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 83,523,195 83,523,195 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成26年12月31日 ― 83,523,195 ― 4,176 ― 6,149
 

 

(6) 【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。        
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

　することができないことから、直前の基準日(平成26年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)
普通株式  

280,000
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式（その他）
普通株式

82,876,000
82,876 同上

単元未満株式
普通株式

367,195
― 同上

発行済株式総数 83,523,195 ― ―

総株主の議決権 ― 82,876 ―
 

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式が287株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
日鉄鉱業株式会社

東京都千代田区丸の内
二丁目３番２号

280,000 ― 280,000 0.34

計 ― 280,000 ― 280,000 0.34
 

　

２ 【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成26年10月１日から平成

26年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,005 16,471

  受取手形及び売掛金 28,216 ※２  27,864

  有価証券 30 ―

  商品及び製品 3,879 5,122

  仕掛品 13,196 11,728

  原材料及び貯蔵品 1,676 1,749

  その他 7,227 8,288

  貸倒引当金 △165 △95

  流動資産合計 68,067 71,129

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 24,932 25,346

   一般用地 16,503 16,771

   その他（純額） 15,445 17,073

   有形固定資産合計 56,880 59,191

  無形固定資産   

   のれん 682 568

   その他 1,272 1,078

   無形固定資産合計 1,955 1,647

  投資その他の資産   

   投資有価証券 29,597 32,036

   その他 5,231 5,539

   貸倒引当金 △407 △397

   投資その他の資産合計 34,421 37,178

  固定資産合計 93,257 98,018

 資産合計 161,325 169,148

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 11,106 ※２  13,318

  短期借入金 9,806 10,658

  未払法人税等 702 1,331

  引当金 836 304

  その他 11,359 11,139

  流動負債合計 33,810 36,751

 固定負債   

  長期借入金 20,576 19,062

  引当金 365 406

  退職給付に係る負債 2,044 2,014

  資産除去債務 3,096 4,365

  その他 16,676 17,895

  固定負債合計 42,759 43,744

 負債合計 76,570 80,496
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,176 4,176

  資本剰余金 6,149 6,149

  利益剰余金 60,490 63,441

  自己株式 △134 △137

  株主資本合計 70,682 73,629

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 11,368 12,738

  繰延ヘッジ損益 198 15

  為替換算調整勘定 79 190

  退職給付に係る調整累計額 △736 △703

  その他の包括利益累計額合計 10,909 12,241

 少数株主持分 3,163 2,780

 純資産合計 84,755 88,651

負債純資産合計 161,325 169,148
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

売上高 82,894 90,122

売上原価 61,289 68,652

売上総利益 21,605 21,470

販売費及び一般管理費 13,929 14,190

営業利益 7,675 7,280

営業外収益   

 受取利息 41 33

 受取配当金 565 643

 その他 304 225

 営業外収益合計 911 902

営業外費用   

 支払利息 322 299

 持分法による投資損失 33 241

 為替差損 356 533

 その他 586 538

 営業外費用合計 1,298 1,613

経常利益 7,288 6,569

特別利益   

 固定資産売却益 213 443

 その他 49 25

 特別利益合計 262 469

特別損失   

 固定資産除売却損 48 163

 減損損失 1,353 118

 訴訟関連損失 11 ―

 その他 147 1

 特別損失合計 1,561 283

税金等調整前四半期純利益 5,989 6,754

法人税、住民税及び事業税 2,344 2,329

法人税等調整額 △181 327

法人税等合計 2,163 2,656

少数株主損益調整前四半期純利益 3,826 4,098

少数株主利益 498 352

四半期純利益 3,328 3,745
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 3,826 4,098

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 5,064 1,370

 繰延ヘッジ損益 109 △182

 為替換算調整勘定 1,052 129

 退職給付に係る調整額 ― 33

 持分法適用会社に対する持分相当額 0 △0

 その他の包括利益合計 6,227 1,350

四半期包括利益 10,053 5,448

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 9,329 5,077

 少数株主に係る四半期包括利益 723 370
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【注記事項】

 

(会計方針の変更等)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

(会計方針の変更)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法か

ら退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更

しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が176百万円増加し、利益剰余金が111百万

円減少しております。また、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に

与える影響は軽微であります。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

１　偶発債務

連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

保証総額 (連結会社負担額） 保証総額 (連結会社負担額）

いわき共同タンカル㈱ 76 (14)百万円 いわき共同タンカル㈱ 202 (38)百万円

函館生コンクリー
ト　協同組合

20 (1)
函館生コンクリー
ト　協同組合

― (―)

計 96 (15)  202 (38)
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成26年12月31日)

受取手形 ―百万円 425百万円

支払手形 ― 42
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 3,754百万円  4,221百万円

のれんの償却額 37 113
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 291 3.5 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金

平成25年11月５日
取締役会

普通株式 291 3.5 平成25年９月30日 平成25年11月25日 利益剰余金
 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 416 5.0 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

平成26年11月４日
取締役会

普通株式 291 3.5 平成26年９月30日 平成26年11月25日 利益剰余金
 

 

EDINET提出書類

日鉄鉱業株式会社(E00036)

四半期報告書

13/17



(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
鉱石
(百万円)

金属
(百万円)

機械・環境
(百万円)

不動産
(百万円)

再生可能
エネルギー
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)
（注２）

売上高         

　外部顧客への売上高 40,359 32,738 6,718 1,997 1,081 82,894 ― 82,894

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

372 ― 1,040 26 ― 1,439 △1,439 ―

計 40,731 32,738 7,758 2,023 1,081 84,333 △1,439 82,894

セグメント利益 5,429 1,652 619 982 245 8,928 △1,253 7,675
 

(注)１ セグメント利益の調整額△1,253百万円には、内部取引の相殺消去額75百万円、貸倒引当金の調整額△０百万

円、未実現損益の消去額603百万円、報告セグメントに配分していない全社費用△1,931百万円が含まれており

ます。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、試験研究費及び探鉱費であります。

   ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

 
鉱石
(百万円)

金属
(百万円)

機械・環境
(百万円)

不動産
(百万円)

再生可能
エネルギー
(百万円)

合計
(百万円)

調整額
(百万円)
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
(百万円)
（注２）

売上高         

　外部顧客への売上高 42,355 37,676 6,751 1,987 1,352 90,122 ― 90,122

　セグメント間の内部
　売上高又は振替高

862 ― 864 19 ― 1,747 △1,747 ―

計 43,217 37,676 7,615 2,006 1,352 91,869 △1,747 90,122

セグメント利益 5,025 2,553 406 1,025 365 9,377 △2,097 7,280
 

(注)１ セグメント利益の調整額△2,097百万円には、内部取引の相殺消去額35百万円、貸倒引当金の調整額△２百万

円、未実現損益の消去額△214百万円、報告セグメントに配分していない全社費用△1,915百万円が含まれてお

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費、試験研究費及び探鉱費であります。

   ２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　２　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　（固定資産に係る重要な減損損失）

　　 全社資産における鉱業権について、回収可能価額が帳簿価額を下回りましたことから、減損損失を計上しまし

た。　　　

　 当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間においては118百万円であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 39円98銭 45円00銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益(百万円) 3,328 3,745

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 3,328 3,745

普通株式の期中平均株式数(千株) 83,257 83,245
 

(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第101期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）中間配当につきましては、平成26年11月４日開催の取締役

会において、平成26年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議

し、配当を行っております。

①　中間配当金の総額　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　291百万円

②　１株当たり中間配当金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３円50銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　平成26年11月25日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２７年２月１３日

日鉄鉱業株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　上　　林　　三 子 雄　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　吉　　田　　英　　志　　㊞

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　遠　　藤　　正　　人　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日鉄鉱業株

式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成２６年１０

月１日から平成２６年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２６年４月１日から平成２６年１２月３１

日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日鉄鉱業株式会社及び連結子会社の平成２６年１２月３１日現在

の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 

EDINET提出書類

日鉄鉱業株式会社(E00036)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第３四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

